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運輸事業の安全に関するシンポジウム２０１４



神奈川県
横浜

会社・事業概要
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横浜海老名

湘南台

二俣川

厚木

会社・事業概要

■営業キロ 本線･･･２４．６km

いずみ野線･･･１１．３km

厚木線･･･２．２km 計３８．１km

■駅 数 ２５駅

■車 両 数 ３９８両

■運輸成績 ６２万人（平成２５年度・一日平均）
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横浜

西谷

羽沢（仮）

会社・事業概要
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会社・事業概要

星川・天王町駅付近
連続立体交差事業

和田町

西横浜
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①相互直通線事業
（神奈川東部方面線（相鉄・ＪＲ直通線、相鉄・東急直

通線） 事業）

②連続立体交差事業
（相模鉄道本線（星川駅～天王町駅）連続立体交

差事業）

取り組み中の２大プロジェクト
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相鉄・JR直通線、相鉄・東急直通線の位置図
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直通線開業により、神奈川県央部や横浜市西部から東京都心部方面への速
達性が向上

所要時間短縮例

相鉄・JR直通線

二

俣

川

現 行
59 分

開業後
44 分

朝ラッシュ時の所要時間を想定。所要時間は乗換時間、待ち時間を含む

時間短縮効果

約15 分短縮！

相鉄線急行～湘南新宿ライン

新

宿
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新幹線アクセスの向上

相鉄・東急直通線開業により、東海道新幹線新横浜駅へのアクセスが大幅に
向上

新横浜

二俣川

東海道新幹線

現 状

31 分
11 分

開業後

約20 分短縮！

相鉄線急行～
横浜市営地下鉄
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現在の工事の様子
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（１）目的

・交通渋滞の解消

・道路と鉄道の安全性の向上

・高架下の有効利用

・地域の一体化による生活環境の向上

・交通結節点機能の強化とバリアフリー化

（２）事業内容
・事業地 横浜市保土ヶ谷区岩間町一丁目から

星川三丁目

・事業延長 約１．９Ｋｍ

・踏切除却数 ９箇所（7箇所で交差、２箇所は廃止）

・事業年度 平成１４年度 ～ 平成３０年度

連続立体交差事業の概要
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現在の工事の様子
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安全方針
１．私たちは、すべてにおいて安全を最優先します

２．私たちは、法令を遵守し、執務を厳正に行います

３．私たちは、常に安全の維持・向上に努めます

４．私たちは、輸送の安全を通じて社会に貢献します
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平成26年度安全重点施策

１．事故の芽・種活動の推進と活用

２．リスク情報の有効活用

３．原因分析手法の確立

４．確実なスキルの継承
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全社員アンケート

平成24年にリスク管理に関する全社員アンケートを実施

①リスク情報の分類・整理が十分でない
②リスク情報に対する分析が十分でない
③リスク情報を分析するための手法や体
制が確立されていない
などの課題が指摘される

リスク情報の活用や分析方について検討
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１．事故の芽・種活動

「一人の気付きが 皆の安全を守る」
のスローガンの下、平成20年度から活動を開始

■事故の芽とは
・事故や災害に直結する可能性のある事象
・放置すると事故や災害に直結しそうな事柄
・安全に関する重大な気付き・提案 など

■事故の種とは
・事故の芽の手前の安全への気付き・提案
・事故や災害にはならないが、ヒヤッとしたりハッとした事象
・業務の中で事象には現れないが、ヒヤッとしたりハッとした

りした体験 など
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１．事故の芽・種活動

○平成25年度の報告件数

事故の芽･･･77件

事故の種･･･33件

■　現業長入力シート

区・所名

発生日時 平成 年 月 日 （　　　） 時 分頃 天候

所属

場所
内容

原因

対策

写真、イラスト添付欄（内容を言葉で表現できない場合などはここで表現してください）

●　課（所）長記入欄

発生可能性、項目別は、以下の分類にしたがって記入してください。
●発生可能性：事故・インシデント、業務上（通勤途上）災害、その他
●項目別：人的要因、設備的要因、環境的要因、管理的要因、ファインプレー、その他　（複数選択可）

事故の芽 報告用紙

発生可能性 項目 課（所）長コメント

■　現業長入力シート

区・所名

発生日時 平成 年 月 日 （　　　） 時 分頃 天候

所属

場所
内容

発生可能性、項目は、以下の分類にしたがって記入してください。
●発生可能性：事故・インシデント、業務上（通勤途上）災害、その他
●項目：人的要因、設備的要因、環境的要因、管理的要因、ファインプレー、その他　（複数選択可）

事故の種 報告用紙

項目発生可能性
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１．事故の芽・種活動

○平成25年度の活用事例

■　現業長入力シート

区・所名 施設部　工務センター　営繕区　

発生日時 平成 25 年 10 月 29 日 （　火　） 10 時 00 分頃 天候 雨

所属

場所 かしわ台駅上りホームハマ方係員階段門扉

内容

発生可能性、項目は、以下の分類にしたがって記入してください。
●発生可能性：事故・インシデント、業務上（通勤途上）災害、その他
●項目：人的要因、設備的要因、ファインプレー、その他

事故の種 報告用紙

工務センター　営繕区

項目

設備的要因

発生可能性

その他

平成25年10月29日（火）10時００分頃、かしわ台駅の駅舎巡回点検中に上りホームハマ方
の係員階段門扉（観音開き）を点検した際、東口連絡階段側に扉を開く（180度）とお客様の
動線と重なり、お客様が扉に接触する可能性があることを確認した。
対策として
東口連絡階段側に扉が開かないよう、戸当りを設置した（11月8日対応完了）。

対策前 対策後

第2013-20号
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１．事故の芽・種活動

○集計と分析
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２．リスク情報の活用

運転事故やインシデントが発生した場合、発生する可能性がある
事象が発生した場合は、事故防止委員会を開催し、原因究明と
対策を検討

運輸司令所から本社に毎日報告される異常報告（平成25年度実
績：833件）を安全対策部が集計し、四半期ごとに分析を行い安
全に関する各種会議体で報告・共有

社内外のリスク情報への対応の経過や対策の実施状況を一覧
表にまとめ、安全に関する各種会議体で報告・共有

①事故防止委員会の開催

②異常報告の集計・分析

③社内外のリスク情報への対応
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○異常報告集計と分析
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３．原因分析手法

第１段階：事実情報の収集と整理
（時系列対照分析）

第３段階：原因分析を踏まえた対策の検討

第２段階：背景要因まで含めた原因分析
（なぜなぜ分析）

計画
手順・マニュアル

業務慣例

あるべき状況
（本来の作業）

実際の事象
（事故・トラブル）

発生に至る経緯
事故・トラブル発生

発生後対応
影響・結果
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３．原因分析手法

○勉強会の開催
現業長、助役、主任、指導職、班長等に対し、国土交通省大臣官
房運輸安全監理官室の調査官の方々を講師として、リスク管理
の必要性と原因分析の方法について２日間の勉強会を９回開催
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３．原因分析手法

第１段階：事実情報の収集と整理

本来の作業
（Ｓ）

日時
環境
（Ｅ）

設備
（Ｈ）

Ｍ-SHELLモデルにより整理

時
系
列
に
よ
り
整
理

管理
（Ｍ）

Ｍ ：管理の状態
Ｓ ：作業手順， マニュアル， 情報
Ｈ ：機器，装置，工具
Ｅ ：天候，作業環境
Ｌ ：本人の行動・状態
ＬＬ ：関係者の行動・状態

本人
（Ｌ）

関係者
（ＬＬ）
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３．原因分析手法

日時
本人
（Ｌ）

本来の作業
（Ｓ）

あるべき行動・状態
（本来の作業内容）

本人・関係者の行動
行動による結果

環境
（Ｅ）

設備
（Ｈ）

関係者
（ＬＬ）

管理
（Ｍ）
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３．原因分析手法

第２段階：背景要因まで含めた原因分析

作業を
省略していた

管理者が作業実態を
把握していない

逸脱③ 駅のシャッターを開けなかった

起床後の準備作業が
終了後、シャッターを

開けるまで時間があった

作業時間の
余裕が大きかった

他駅の係員は
シャッターの状況を

知らなかった

開扉を報告・共有
する規則が無かった

他駅の係員が
注意しなかった

眠ってしまった
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３．原因分析手法

第３段階：原因分析を踏まえた対策の検討

機器
（H-L）

③
対策

管理

（M）

人間関係
（L-L）

環境
（E-L）

手順
（S-L）

本人
（L）

対
策
の
視
点

・
・
・

①

逸脱
項目

②

第２段階の分析で把握した
背景要因を踏まえ

具体的な対策を策定
重要性・実施可能性を考慮し、
優先順位をつけて対策を選定
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３．原因分析手法

○分析の対象とする事故・事象

①鉄道事故等報告規則に基づく鉄道運転事故、電気事故、インシデ
ントや監督官庁報告対象となる輸送障害

②事故防止委員会に付議される事故や事象
③事故の芽のうち、お客さまや社員の死傷に結び付くと思われる事象
④事故の芽のうち、鉄道事故等報告規則に基づく鉄道運転事故、電

気事故、インシデントや監督官庁報告対象となる輸送障害に結び付
くと思われる事象

⑤事故の芽のうち、同一区所において同種事象が繰返して発生した
もの

⑥その他、部門において必要と認めたもの

社員の人的要因によると思われるもののうち
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３．原因分析手法

○実践的な運用に向けて

①各部門でのサンプル事象等を用いた研究
②安全対策部によるフォロー
③新任者に対する勉強会開催
④３年サイクルでの勉強会開催
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４．スキル継承

平成28年度のピークに向け、定年退職者数が年々増加

円滑な世代交代が行える体制を整えるため、
①世代や職制を越えた活発なコミュニケーションを促進
②ベテラン社員に蓄積された知識や技術、感性を教育・訓練

等の機会を通じて若手社員に伝える
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ご清聴ありがとうございました


